
1 

  

（別 紙） 

 

≪ 決算概要 ≫ 

【連 結】                               （単位：億円） 

 
当第２四半期 

(A) 
前年同期 

(B) 
増 減 
(A)-(B) 

前年同期比 
(A)/(B) 

売 上 高 10,380 11,199 △ 819 92.7％ 

営 業 利 益 893 734 159 121.7％ 

経 常 利 益 805 645 160 124.8％ 

親会社株主に帰属する 

四半期純利益 
561 446 114 125.6％ 

（参 考）                                                          

売上高には、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく再エネ特措法交付金・再エネ特措法賦課金  

および間接オークションに伴う自己約定分等（※）が含まれています。これらを除いた売上高および売上高 

営業利益率の比較は以下のとおりです。 

（単位：億円） 

 売 上 高 
（※）を除いた 

売上高 売上高営業利益率 
（※）を除いた 

売上高営業利益率 

当 第 ２ 四 半 期 10,380 7,672 8.6％ 11.7％ 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

   

   

 

  

  

【連結経常利益の変動要因（第２四半期実績）】 

 

販売（小売） 

の減 

経常利益 

645 

燃料費調整制度 

タイムラグ影響 

178 
△67 

経常利益 

805 

△123 

前年同期 差益 170 

当  期 差益 320 

増  減    150 

その他 

当第２四半期 前年同期 

修繕工事 

の減 

△98 

販売（卸売） 

の減 

燃料費の低減 
(ＬＮＧ 
スポット 

調達の拡大) 

120 

150 

燃 料 費 調整 制度 の タ イム ラグ 影 響  

を 除 い た場 合の 収 支 変動 影響 額  

10 億 円 程 度 （ 収 支 改 善 ）  
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【セグメント情報】 
（単位：億円） 

 発電・販売 送配電 建設 その他 小計 調整額 連結値 

当第２四半期 

売上高 8,304 3,412 1,065 970 13,753 △ 3,372 10,380 

経常利益 711 111 △ 26 69 865 △60  805 

（注）セグメント間取引消去によるもの。セグメント毎の数値の合計に調整額を加味することで、連結財務

諸表の各項目の数値と一致する。 
 

 

[発電・販売事業] 
 当社の販売電力量（小売）は、新型コロナウイルスの影響による業務用および産業用での稼動

減などから、307 億ｋＷｈ（前年同期比 5.2％減）となりました。このうち、電灯需要は、95 億

ｋＷｈ（前年同期比 1.5％減）、電力需要は、212 億ｋＷｈ（前年同期比 6.7％減）となりました。 

 一方、販売電力量（卸売）は、卸電力市場取引が増加したことなどから、93 億ｋＷｈ（前年同

期比 13.6％増）となりました。 

 これにより、当社の販売電力量（全体）は、400 億ｋＷｈ（前年同期比 1.4％減）となりまし

た。 

収支については、小売や卸売の販売に伴う収入が減少したものの、燃料市況を踏まえたＬＮＧ

のスポット調達の拡大により燃料費を低減したことなどに加えて、燃料費調整制度のタイムラグ

影響が利益を押し上げました。 

この結果、売上高は 8,304 億円、経常利益は 711 億円となりました。 

  

[送配電事業] 
当四半期のエリア電力需要（ｋＷｈ）は、新型コロナウイルスの影響などにより、355 億    

ｋＷｈ（前年同期比 3.7％減）となりました。費用面では、配電分野において修繕工事が減少し

ました。 

この結果、売上高は 3,412 億円、経常利益は 111 億円となりました。 

 

[建設業] 
 建設業については、電力向け工事や、ユアテックにおける屋内配線工事などの一般向け工事が

減少し、売上高は 1,065 億円、経常損益は 26 億円の損失となりました。 

 なお、建設業では、年度末に向けて完成する工事の割合が大きくなることから、第 2 四半期に

ついては、売上高に対する費用負担割合が大きくなる傾向があります。 

 

[その他] 
 売上高は、情報通信事業における増加、製造業やガス事業における減少などにより 970 億円と

なり、経常利益は 69 億円となりました。 
 

 

＜主要諸元＞ 

項      目 当第２四半期 前年同期 

原 油 ＣＩＦ 価 格 (ドル/バーレル) 36.5 68.9 

為 替 レ ー ト (円/ドル) 107 109 

原子力設備利用率 (％) － － 

 

注 
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≪ 販売電力量 ≫                          

（単位：百万ｋＷｈ） 

 
当第２四半期 

(A) 
前年同期 

(B) 
増 減 
(A)-(B) 

前年同期比 
 (A)/(B) 

電  灯 9,462 9,611 △ 149 98.5 % 

電  力 21,196 22,712 △ 1,516 93.3 % 

小売 計 30,658 32,323 △ 1,665 94.8 % 

卸 売 9,336 8,219 1,117 113.6 % 

合 計 39,994 40,542 △ 548 98.6 % 

（注）前年同期実績は、送配電カンパニー分を除く 

 

 

≪ ２０２１年３月期（２０２０年度）連結業績予想 ≫ 

連結業績予想における売上高は、新型コロナウイルスの影響により販売電力量（小売）が

減少したことなどにより、２兆８００億円程度（前年度比７．４％減）となる見通しです。 

経常利益は、燃料市況を踏まえ、ＬＮＧのスポット調達拡大に努め、燃料費の低減を  

図るものの、新型コロナウイルスの影響や競争激化による販売電力量（小売）の減少など

から、５５０億円程度（前年度比４５．０％減）となる見通しです。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、３３０億円程度（前年度比４７．７％減）となる 

見通しです。 

 

【連 結】                                   （単位：億円）  

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

通  期 20,800 720 550 330 

 

 

 

  

  

  

   

   

 

   

  

  

注 

【連結経常利益の変動要因（業績予想）】 

 

販売（小売） 

の減 
経常利益 

��� 

燃料費調整制度 

タイムラグ影響 70 
△169 

経常利益 

��� 

前年度 差益 220 

当年度 差益 270 

増 減     50  

その他 

2019 年度 

実績 

エリア需要 

の減 
△130 

販売（卸売） 

の減 

燃料費の低減 
(ＬＮＧ 
スポット 

調達の拡大) 

△20 

50 

△250 

2020 年度 

業績予想 
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≪ ２０２１年３月期（２０２０年度）配当予想 ≫ 

中間配当につきましては、１株につき２０円といたしました。 

期末配当につきましても、１株につき２０円を予定しております。 

 

（単位：円） 

 中 間   期 末 年 間 

1 株当たりの配当金 20 20 40 

 

 

以 上 


